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年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う

加給年金の支給停止規定の見直し及び被用者保険の適用拡大に係る老齢厚生年

金の支給停止に関する経過措置に係る事務の取扱いについて（令和４年３月 29日

付年管管発 0329 第 17 号）において別途示すこととした届の様式について 

 

 

 

標記通知において、別途示すこととした届の様式（被用者保険の適用拡大に係る老齢厚生

年金の支給停止に関する経過措置該当者が、老齢厚生年金の在職支給停止について定額部

分及び加給年金額の支給停止が行われないようにするために機構に届出するもの）につい

ては、別紙のとおりであるので、実施に当たっては、遺漏のないよう取り扱われたい。 

 

 

 



（ﾌﾘｶﾞﾅ）

（氏） （名）

　〒　　　　　　-　　　　　　　

　(電話番号）　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　－　　

事業所所在地

事業所名称

事業主名

電話番号

障害者・長期加入者特例に係る老齢厚生年金在職支給停止一部解除届

 特別支給の老齢厚生年金等の受給権者であって障害者特例や長期加入者特例に該当している方のうち、令和
6年9月30日以前から引き続き同一の事業所に勤務している方が、短時間労働者にかかる厚生年金保険の適用
拡大に伴い令和6年10月1日に新たに被保険者となった場合に、在職支給停止の一部を解除するときの届

　①　個人番号（または基礎年金
　　　 番号）および年金コード

個人番号（または基礎年金番号） 年金コード

　②　生　年　月　日  昭和　　　  　年　　　　　月　　　　　日

　④　受給権者の住所

　③　受給権者の氏名

受
給
権
者
記
入
欄

事
業
主
証
明
欄

上記の受給権者について、令和6年9月30日以前から引き続き当事業所において勤務しているこ
とを証明します。

　令和　　　年　　　月　　　日

（　　　　　　　）－（　　　　　　　）－（　　　　　　　）


